
福岡県みやま市における
Ｊ-クレジットを活用した地域循環モデル
～地域の未利用バイオマス資源から創出されるJ-クレジットを活用して～

【担当課】 みやま市 環境衛生課 【所在地】 福岡県みやま市瀬高町小川5番地 【TEL】 0944-63-6111

みやま市 環境衛生課 主査

山下 良平 氏
みやまスマートエネルギー（株） 参与

渡邉 満昭 氏
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循環モデルのイメージクレジット創出プロジェクトのイメージ（バイオマスセンター）

地域循環モデルの概要

インタビュー

みやま市が目指す循環モデル
資源やエネルギーの地域循環を目指すみやま市では、市内で新
たに建設したバイオマスセンター「ルフラン」でメタン発酵を行い、
このメタンガスで発電される電力を自家利用しています。今回その
排出削減分からJ-クレジットの創出を行うプロジェクト登録を行い
ました。創出されたJ-クレジットは市内や近隣の需要家に電気を供
給する当市も出資する地域新電力会社「みやまスマートエネルギー
株式会社」が買い取り、環境価値を付与した電力供給を行う計画で
す。また、クレジットの売却益については地域で環境教育等での活
用を計画しており、クレジット創出と活用の双方を循環させるモデ
ル構築を目指しています。

制度活用の経緯
みやま市には地域新電力会社が存在することもあり、その供給

先に排出係数の低い電力を供給するモデルを検討していた中、バイ
オマスセンター建設が重なり、J-クレジット制度活用の可能性が検
討出来たこと、またバイオマスセンターを廃校となった山川南部小
学校を利用して整備したことも有り、教育などクレジットの売却益
を活用した取り組みを検討出来たこと等が取り組みを進める契機
となりました。制度活用の手続については、ソフト支援機関の
ATGREEN社と連携して、プロジェクト計画書を作成、九州経済産業
局が実施するJ-クレジット制度ソフト支援事業の審査費用支援を
受けて、プロジェクト登録を行いました。

制度活用の効果
バイオマスセンターの自家利用分のクレジット創出は年間200t
程度で計画されています。この認証クレジットを調達・活用すること
で地域新電力の需要家へ排出係数の低い電力供給を提供すること
が可能になります。

今後について
バイオマスセンターでの継続したクレジット創出と活用を行う本
循環モデルを継続的に運用する体制を構築することが、まずは重
要と考えております。併せて他の再エネクレジットの創出について
も可能性を検討していきたいと考えています。その一つが住宅用太
陽光発電で発生する卒FIT電源で卒FIT後も、継続して発電すること
が重要と考え、パワコンの更新に関する支援等も実施しています。
今後、卒FIT電源（太陽光発電）のクレジット認証の可能性や、現在
検討が進められている簡便な太陽光発電のクレジット認証等に取
り組める制度設計と導入の支援をお願いしたいと考えています。

バイオガス発酵槽

（バイオガス発生）

バイオガス発電機

25kW×4基

バイオガス・LPガスボイラ

186kW×1基

ガスホルダー

LPガス

余剰ガス燃焼塔

（非常時）

消化ガス

施
設
内
で
の
利
用

電力

温水

05 ｜ 地域循環モデル ｜地域循環モデル 06



ながさき太陽光倶楽部の概要
長崎県が運営管理している「ながさき太陽光倶楽部」は、県内

の太陽光発電設備を設置した一般家庭が会員であり、毎年、ク
レジットを創出しています。このクレジットは、県内事業者へ優
先販売しており、昨年度は2社の県内企業が購入、それぞれの事
業に関連して排出されるCO2排出量のオフセットに活用してい
ます。

制度を活用した経緯
本プロジェクトは、長崎県の太陽光発電設備の導入にかかる

補助金を受給した一般家庭を対象に、J-クレジット制度の前身
である国内クレジット制度でのスタートでした。2013年度から

本制度に再登録し現在に至っています。両制度ともに、国から委
託されたソフト支援機関からの声掛けと、手続にかかる国の支
援があり実現したものと思います。

制度活用の効果
2019年8月31日までに、11,000t-CO2のクレジットを取得

しており、その売却益すべてを環境美化基金として県内の環境
保全事業に活用しています。また、毎年、マスコミを呼んで県内
の購入事業者への証書授与式を行っており、県民の認知度も向
上していると思います。さらに、昨年度から県内事業者への優先
販売を導入し、長崎県内でのクレジットと資金の循環モデルを
構築できました。

今後について
今後もプロジェクトの継続を考えていますが、循環モデルを動

かし続けるためには、新規会員の獲得が大きな課題です。現在、
太陽光発電設備の販売業者等の協力を得て新規会員の発掘を
行っています。また、県内でのクレジット活用事業者の拡大も今
後の課題として取り組んでいく予定です。
そのためにも、審査費用支援など国の制度活用支援を継続し

ていただければと思います。

長崎県における
ながさき太陽光倶楽部を核とした循環モデル
~県民と県と地場企業のコラボレーションによる地域活性化、地域貢献を目指す~

【担当課】 長崎県県民生活環境部 地域環境課 【所在地】 長崎市尾上町3番1号 【TEL】 095-895-2512

地域環境課 主任主事

水島 晴信 氏
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ながさき太陽光倶楽部のイメージ ながさき太陽光倶楽部を核とする循環モデルのイメージ

地域循環モデルの概要

インタビュー
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プロジェクトの概要
町民の憩いの場である「あすぱる大崎」のバイオマスボイラーで
創出したクレジットや、県内で創出されたクレジットを活用して、
当社の事業活動や職員の通勤までを範囲に含めたカーボン・オフ
セットを行い、カーボンニュートラルな事業活動に取り組んでいま
す。資源と、炭素と、資金の地域内循環を目指した取り組みです。

制度を活用した経緯
当社は地域の一般廃棄物等の収集運搬や中間処理という、地
域全域に密着した業務を行っています。地域でより良い環境づく
りをリードする事業体として、地球温暖化防止の取り組みを是非
行いたいということから、設備等の省エネ化に加え、クレジットを
活用したカーボン・オフセットを実施することにしました。また、リ

サイクル率連続日本一の地域づくりについて、自治体と連携して
取り組みを進めて来ましたので、その延長上で、カーボンのリサイ
クル・地域循環という視点からも取り組んでいます。

制度活用の効果
町民のみなさんが利用する施設で作られたクレジットを利用す
るということで、地域のみなさんにカーボン・オフセットの見える
化と普及ができたのではないかと思います。地域から出された廃
材なども燃料として利用されるとともに、クレジットを購入した資
金が役場の収入となり、地域に還元されました。こういった資源
と炭素と資金の地域循環の仕組みを含めた取り組みが、大崎町の
SDGｓ未来都市指定、ジャパンSDGｓアワードの受賞などにつな
がったと思います。

今後について
当社ではJICAの事業を通じてインドネシアにゴミ減量の取り組
みを広げていますが、カーボン・オフセットの考え方なども広めて
いくことができればと考えています。また、使用済み紙おむつの世
界初のマテリアルリサイクルや、し尿等のバイオマス活用による
CO2発生抑制プロジェクトにもチャレンジしており、そういった中
にもクレジットの創出や地域循環の仕組みを組み込んでいきた
いと考えています。

リサイクル率日本一の
大崎町と連携した地域循環のまちづくり
～地域循環共生圏の構築を目指して～

【会社名】 有限会社そおリサイクルセンター 【所在地】 鹿児島県曽於郡大崎町菱田1218番地48 【TEL】 099-471-6050

有限会社
そおリサイクルセンター
リーダー

湯地 浩幸 氏
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循環モデルのイメージそおリサイクルセンターのカーボン・オフセットの概要

地域循環モデルの概要

インタビュー
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省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業
と北九州市の連携による地域循環モデル
～Ｊ-クレジット制度を活用した“さらなる一歩” を目指して～

【団体名】 一般社団法人エネルギーマネジメント協会 【所在地】 北九州市戸畑区中原新町2-1 【TEL】 093-873-1333

一社）エネルギーマネジメント協会  
代表理事

高田 敏春 氏
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北九州市における地域循環モデルのイメージプログラム型プロジェクト（照明・空調）のイメージ

地域循環モデルの概要

インタビュー

プログラム型プロジェクトの概要
一般社団法人エネルギーマネジメント協会（ENEA）は、平成27
年度にスタートした経済産業省・資源エネルギー庁の「省エネル
ギー相談地域プラットフォーム構築事業（PF事業）」に6年連続で
採択され、多くの中小企業等の支援を行ってきました。本プロジェ
クトは、これら支援を行った事業者を対象にしたプログラム型プ
ロジェクトであり、現在、照明と空調を対象とした「九州・中国PF
照明倶楽部」と「九州・中国PF空調倶楽部」の２つのプロジェクト
について、J-クレジット制度への登録を目指しています。

制度活用に至った経緯
ENEAは、J-クレジット制度の前身である国内クレジット制度の

時代から、九州経済産業局の委託先である環境テクノス株式会社
の再委託先として様々な支援に関わってきました。その関係から、
PF事業と本制度との連携を常日頃から考えており、今回の取り組
みに繋がりました。また、平成24年度から北九州市認定の「省エ
ネ診断員育成講座」を開設している関係もあり、北九州市に対し
て本プロジェクトを核とした地域循環モデルの提案を行い、承諾
を得ることができました。

制度活用で期待する効果
2つのプログラム型プロジェクトが無事に登録され、クレジット
を創出するまでになれば、北九州市との連携による地域循環モデ
ルが動き出すため、北九州市におけるENEAの存在感がさらに大
きくなることを期待しています。

今後について
現在、照明と空調の2つの方法論について準備していますが、今
後はその他の方法論についても検討したいと考えています。この
ような取り組みが、九州発で各地に広がることを願っています。
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